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を直接実現するためであれば可能であり、水道条例に基づく加入負担金を

納入しない者に対して給水拒否することは合法であるとされました（神戸

地判平11･1･28判例地方自治191号52頁）。

なお、下水道使用料の未納を理由に水道の給水を停止できるかどうかで

すが、「現行の水道法第15条第 3項の給水停止事由の中に、下水道使用料

の未納を含めて考えることはやはり困難であり、また、法律による行政の

原理からも、安易にその解釈の幅を拡げるべきではないと考える方がより

適切であろう。仮に、説例のような場合に給水停止が可能ということにな

れば、その他の行政上の金銭債権、例えば、下水道使用料以外の『法律で

定める使用料』（自治法231条の 3第 3項）等の未納の場合においても、供

給規程で定めれば給水停止が可能となる余地が生じてくるが、事業法の一

つである現行の水道法がそこまで想定したシステムであると解すること

は、やはり困難」であるとされています（『地方行政ゼミナール』ぎょうせい、

加除式、Ｐ1144、1145）。

4141 支払督促の基準

QQ
学校給食の支払督促の実施後に異議申立てがあり、和解と

なった場合の相場はあるのでしょうか。例えば、40 万円の

滞納があって20 万円を納付し、残りの半分を 5 年間の分割

で納付するとした場合は承諾してよいのでしょうか。分割納

付を認める場合の基準はあるのでしょうか。

 和解の基準はありませんので債務者の資力の有無から 費用対効

果で決めるしかありません。債務者の資力状況によりますが、

長期の分割納付を認めると、債権管理として不適切ですので、

1 年から 2 年までの範囲で納付できるよう債務者から分割計

画を提案してもらうようにするとよいでしょう。
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理由
 学校給食の債権は、群馬県のホームページ⑴に掲載されているように学

校会計等の私会計を一般会計の公会計に移した上で、債権者を自治体の長

とすれば支払督促は円滑に進められるでしょう。

支払督促後の和解において、 分割納付を認める基準とすべきものは特に

ありません。

税徴収では、分割納付の誓約で 1年、最長 2年で行うことを基準にしな

がら事務が進められています。

現実問題としては、支払督促後に 5年、 6年間の分割でしか納付ができ

ない場合もあります。支払督促を行っても、全く資力がなく納付ができな

い場合は長期の分割もやむを得ません。

訴訟上であれば、最初の納付交渉は、例えば、40万円の滞納であれば、

頭金として20万、10万の単位で納付してもらい、残額を 2年間程度で分割

の納付誓約を結ぶというのが、より望ましい選択です。

それ以上の分割納付になると、 5年間というのは長く、せめて 2年程度

の期間で考える方が債権管理として適切であると考えます。

分割の提案は、できるだけ債務者から出してもらうよう進めてください。

なお、国の債権管理においては履行延期の特約等による延長期間は 5年

以内と定められています（国の債権の管理等に関する法律25）が、自治法施

行令には規定がありません。

⑴　群馬県「学校給食運営管理の手引き（平成23年 3月改訂版）」

http://www.pref.gunma.jp/03/x5000010.html
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債権回収
自治体のための自治体のための

現場での実務経験と自治体での研修講師経験を持つ著者が、

 自治体の現場担当者から寄せられたさまざまな質問を一つひとつ解説

【著 者】青田 悟朗 ／ 【監 修】前川 拓郎

&
現場からの質問

A5判・232頁・単行本　定価 本体1,905円＋税

非強制徴収公債権や私債権を中心に法令や行政実例、

判例等では応えきれていない債権の根拠や時効、督

促、滞納処分、強制執行、支払い督促、不納欠損のあり

方など「それぞれの債権を持つ原課」担当者の座右に

必備のＱ＆Ａ集

今ここに
待望の発刊！！

全編にわたり、

現場の生の「　」Q と

著者渾身の で構成！「　」A
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